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局･大正 13年)、明治 29年、昭和 8年の二度の東北津浪災害の集落再興を扱った『津浪
と村』(山口弥一郎)、ヒロシマ･ナガサキ原爆災害を扱った｢原爆被爆者実態調査｣(厚生











































 そこで被災地区を(1)～(4)の 4 類型として把握した。(1)噴火による火砕流で直接的
な被害を受けた水無川上流域、(2)火砕流の後にこれが雨の度に土石流となって広範囲
に直接的な被害を受けた水無川下流域、(3)そして数年の噴火継続で後年、水無川とは
異なる方向に直接的な被害の展開を見た中尾川上流域。(4)さらに、こうした直接的被
害とは別に、土石流被害拡大で交通網が遮断されたことで、地区一帯に重層的･連鎖的
に広がった商工業者等の間接被災である。 
 本論文では、水無川上流域で火砕流の直接被災地である上木場集落が対象とされてい
る。被災態様が変容しつつ地理的に拡大･拡散していくことで、世論や復興事業当局の
主眼も移動していき、上木場集落へのまなざし･対処が相対的に低下していく中で、し
かしながら、上木場では独自に復興組織体制を組み上げて、地道に着実に生活再建メニ
ューが獲得されていったのである。 
④被災地復興研究の方法論：研究実践 
 このように長期的に一被災地区の動向を追跡しつつ、著者は社会調査のあり方につい
て検討を重ねてきた。フィールド、インフォーマントとの適切なラポールの位相を説く
社会学的調査論からはさらに一歩踏み込んで、対象への｢介入｣のあり方までを問う社会 
心理学的調査論としてのアクションリサーチの実相にも学びつつ、まずは｢成解｣（生成
的能力や社会的成立解としての「成る解」であるが、本論文では「盛解」と誤記されて
いた。その後、本人から訂正の要望があった）概念が検討されている。そこでは、対象
に真摯に対峙しつつ、そこで紡ぎ出されてきた解、それは、特定の現場において、当面、
成立可能で受容可能な一つの解として｢成解｣と呼ばれるが、これを研究当事者(研究者
と研究対象者)が共同で社会的に構成することが目標とされている。そこでは研究者の
保有する先行研究から、他の現場における成解や、過去における成解が、今この現場の
未来における成解の候補として位置付けられ提供されるのである。 
 本論文では、上木場において、研究者を巻き込んだ組織活動の成果が蓄積されて、他
地区・次事例に適宜、適切に伝播していく様を成解の生成過程と併せて記述･解釈した。
また、成解生成過程に関する諸対応データベースのあり方の一つとして、被災地のロー
カル紙スクラップ帳の意義を説き、著者が試作したデータベースが、本論文資料として
巻末に添付されている。 
 
Ⅲ．評価 
大矢根淳君の博士論文は、第一に雲仙・普賢岳火山災害の発生から復興にいたる長期
間にわたる優れた実証的な研究成果であること、第二に、従来の災害社会学的な研究が
発災直後の災害対応や被災の状況に集中しがちで復興過程の研究が少ない中、復興の社
会的過程を「復興課程論」として理論的に整理し、その観点から普賢岳災害を整理した
こと、第三には、日本においてはまだ成立間もない災害社会学の形成に関する学説史的
な検討を丹念に行ない、その検討の中から、本論文の中心的なテーマである復興論を導
出したこと、以上の三つの点で本論文は高く評価できる。以下、この三つの点について
少し詳しく述べたい。 
第一に、災害社会学の領域で、雲仙・普賢岳噴火災害、直接被災地＝上木場の復興過 
程を二十五年の長期にわたって調査・研究し、地区復興課程のガバナンスを災害社会学 
の理論的位置づけにおいて検討した貴重な業績である。特に復興課程における組織活動、 
活動成果の伝播、被災地交流や車座トーク、事前復興など、大矢根君の研究成果は、現 
実の防災行政や地域復興行政に役立つ記録となっている。 
普賢岳災害の実証的な研究については、長期的な現地調査に基づき、被災を直接的被
災地と間接的被災地に分け、さらに、それぞれの地域ごとの復興へのフェーズを区分し
て、被災地の全体像を整理した。直接的な被災地はさらに、火砕流により立入り禁止区
域に指定された上木場地区から、土石流の被災を受けた後に嵩上げ防災対策事業が実施
された下流部が区分された。こうした地区ごとに、被害構造と「復興のスタイル」が検
討されている。なかでも、本論の中心的な調査地である上木場地区については、住民の
アンケート調査や地元紙の記事を活用して詳細に描かれている。従来、災害の被災地が
激甚な被害を受けた地域に限定され一元的に記述されがちであったが、本研究では、被
災地の中の重層的な被害構造と、その後の長期的な復興過程の相違が詳しく分析されて
いる。この部分では、これまでの災害社会学の研究の中でも、火山災害研究としては、
本研究に並ぶものがない。 
第二に、「復興課程」という視点のオリジナリティが挙げられる。単に復興「過程」 
を経験的に記述するにとどまらず、それを復興「課程」として捉えた点に本論文の最大
の特徴がある。火砕流被害を受けた上木場地区の上木場復興実行委員会の活動を「上木
場スタイル」として一般化したうえで、上木場スタイルが、被害の拡大にともなって、
水無川対岸の大野木場地区、下流の安中地区で学習され、さらに有珠山・三宅島の被災
地へも伝播していく「過程」が、上木場スタイルがカリキュラムとして学ばれていく「課
程」として描かれている。さらにこの「課程」には「日本災害復興学会」の設立、日本
災害復興学会による被災地交流集会の開催など研究者の活動も含まれ、ある意味で本論
文自体、この「課程」の一部をなしていると言える（付属資料として付けられている「デ
ジタル版『島原図書館新聞スクラップ帳』」がこの再帰的な過程＝課程の性格をよく示
している）。 
復興課程論については、復興過程を四段階の「復興課程」に整理した。この考え方の
基本には、従来の被災者の「支援されるべき弱者」という設定とは異なり、復興過程に
おける被災者の主体性への着目と、それが果たした役割に注目するという視点がある。
さらに、ある被災地区の復興への主体的な取組みが、他の被災地の復興の取組みへと伝
播し（それが学習されて活用され）、最終的に、新しい復興政策の策定にまでつながる
ことを、普賢岳災害において実際に確認した。この復興課程は、このケースだけにとど
まらず、他の災害からの復興過程において見られる可能性を提示したわけである。 
第三の評価点は、日本における災害社会学の形成の学説史的な検討である。秋元律郎・ 
安倍北夫などの災害社会学の導入期を経て、特に阪神・淡路大震災以後、日本の「災害
社会学」は、個別社会学としての領域確立期に入っている。しかしその反面では、災害
社会学は社会学理論や地域社会学から次第に離れて、多くは「災害復興」などの実践的
課題と取り組む傾向にある。しかし、大矢根君の本論文は、「復興課程」や「生活再建」、
コミュニティと地域集団など地域社会学の本筋に焦点を当てて、分析を試みており、社
会学の研究課題に正面から取り組んだものである、と評価できる。 
ここでは、日本の災害社会学の形成のプロセスを、自己の調査体験や研究グループへ
の関与経験に基づいて、丁寧にフォローしている。こうした学説史的な日本災害社会学
の形成に関する整理研究はこれまで十分なされてこなかったという点からすると、貴重
な研究である。 
 以上のように、本論文は従来の日本の災害社会学的な研究を総括し、さらに、従来十 
分調査されてこなかった、災害の復興過程に関する新たな研究視角を提示し、それに基 
づいて、被災者の主体的な復興へのとり組みを描き出すことに成功している。しかし、
本論文においても残された課題や十分論じられていなかった問題点も指摘できる。 
第一には、「生活再建」や「復興課程」が個々の被災者のモノグラフやインタビュー
を通した生活史から描かれたものではなく、上木場地区の集団やコミュニティのレベル
から描かれている。被災者の多様性や利害関係、個人や家族、職業、年齢・世代、階層
などの相違や分布が捨象されている。被災地、被災者という災害直後の局面では、一様
ではあっても二十五年もたつと変化するだろうと思われる。こうした詳細なモノグラフ
研究が望まれる。 
第二に「既定復興」への批判、という点であるが、阪神・淡路大震災の被災地復興の
際には、既存の土地区画整理事業が復興都市計画事業として実施され（「既定復興」）、
「復興災害」として批判された。著者は「復興課程」概念にもとづいて「事前復興課程」
を「既定復興」に対するオールタナティヴとして提案しており、その点に本論文の実践
的な意義が認められる。しかし、「復興＝公共事業」という観点を批判していく視点と
して、行政や「公共」批判は言うまでもないが、住民、被災者、市民のレジリエンスと
主体性が問題となる。「新たな公共性」や「共同性を主体とした公共性」の構築であろ
うか、この課題に向けた「復興課程」の議論が未だ不十分であると感じられた。 
第三には、著者の「復興課程」がうまく機能する事例（雲仙・普賢岳→三宅島→中越
地震・山古志村）と旧来の既定復興に回帰してしまう事例（阪神・淡路大震災、東日本
大震災）の両者があり、どのような条件の下でうまく機能し、どのような条件の下では
うまく機能しないのか、を今後解明してほしい。そのためにも雲仙・普賢岳噴火被害だ
けでなく、他の被災地との比較研究をぜひやってほしい。また、被災地の長期的な生活
再建過程を考察する際、被爆者調査が参照されている点が大変興味深い。特に被爆者の
「生活再構造化」過程（中鉢正美）に注目した慶應義塾大学の被爆者調査との類似を考
えると、本論文はある意味で、慶應被爆者調査を災害社会学の分野で継承したものと捉
えることができるかもしれない。そこで、「戦後」と「災後」との詳細な比較や戦争災
害と自然災害との比較などについても、今後の研究が望まれる。 
こうした諸点はあるものの、今後の課題であり、本論文は、今後の日本の災害社会学
の発展にとって大きな貢献をなすものであると評価できる。 
 
Ⅳ．審査結果 
 審査委員一同は、本論文が災害社会学、地域社会学などの諸領域において画期的な優
れた業績であると認め、本論文が博士（社会学）（慶應義塾大学）の学位を授与するに
ふさわしいものと判断するものである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
